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研究成果の概要（和文）：「エビデンスに基づく実践」が提唱されて以降、社会福祉実践・研究においてもデー
タに基づくプログラム評価の必要性は様々に指摘されている。本研究により、(1)行政が保有する要介護認定・
賦課・給付情報、(2)実践現場に蓄積されている参加者名簿等の情報、(3)高齢者の社会関係や心身の健康状態、
社会生活の状況を把握した調査データを統合した社会福祉領域におけるビックデータを構築することにより、こ
れまでにない新しい知見が産出されることが確認された。たとえば、趣味の会に週１回以上参加している群は、
全く参加していない群と比べ、その後11年間の介護費用累計額は35万円程度／人低い傾向にあるという結果が得
られた。

研究成果の概要（英文）：It was often mentioned that accumulation of evaluation study is needed in 
social work practice and research, for promotion of the evidence based practice. This project 
attempted composition of the social work big-data which integrated following dataset in 
individual-level at one municipality: (1) certification of long-term care level and health 
conditions, and the cost of public long-term care insurance (LTCI) services from government 
database, (2) participant list which was derived by community social work, and (3) questionnaire 
data which measured social relationship, physical and mental health, and other social conditions 
among older adults. Our study suggested that this dataset would contribute new knowledge creation in
 this field. For instance, the IPW model showed that in respondents who participated in hobby 
activities once a week or more, the cumulative cost of LTCI services for 11 years was lower, 
approximately US$3500 per person, in comparison to non-participants. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究を通じて18編の雑誌論文（うち査読あり論文が15編）、12編の学会報告、２編の図書を発表することがで
きた。「プログラム評価」という課題自体は新しいものではないが、本研究では、行政・実践・調査を通じたデ
ータを統合することによって、対照群を設けた効果評価を行うことが可能となった。とりわけ、自治体が保有す
る多時点・長期にわたる要介護給付データを個人単位で加工することにより、市町村職員にとって非常に関心の
高い介護費用への効果評価を行う方法論を確立したことの学術的・実践的な意義は大きいと思われる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
「エビデンスに基づく実践」が提唱されて以降、社会福祉実践・研究においても先進事例の

紹介や専門家の見解だけでなく、データに基づくプログラム評価の必要性は様々に指摘されて
いる。しかし、行政機関を含む社会福祉実践の現場は、未だにニーズ把握や効果評価に対する
理解が不十分であり、社会福祉（学）におけるプログラム評価に対する取り組みの遅れが目立
っている。 
公的介護保険に関しては、認定・給付データなどタイムリーな記録が日々蓄積されているが、

データ解析にかかる人材不足や方法論の発展途上もあり、多時点データの強みを活かした分
析・評価研究は非常に限られていた。加えて、社会福祉実践の中で蓄積される業務データや内
容の充実した調査データと、介護保険データを統合した社会福祉実践のプログラム評価研究は
ほとんど蓄積されていなかった。とりわけ、行政データや実践データには使用可能な変数が限
られることを考慮すると、より頑健で包括的な評価・知見を得るためには複数のデータを統合
したビックデータが必要である。しかしながら、社会福祉実践・研究においても先進事例の紹
介や専門家の見解だけでなく、データに基づくプログラム評価の必要性は様々に指摘され、プ
ログラム評価に関する制度化が進展していることと相反し、行政・実践・調査データを統合し
た社会福祉領域におけるビックデータの構築は進んでいない状況であった。 

 
２．研究の目的 
 本研究では、要介護認定・賦課・給付データと生活支援などの社会福祉実践データ、高齢者
を対象にした大規模な縦断調査データを統合したプログラム評価に資する実践・行政・調査ビ
ッグデータの構築を試みた。そのうえで、①行政（介護保険）データを中心にしたプログラム
評価、②社会福祉実践データを中心にしたプログラム評価、③大規模縦断調査データを中心に
したプログラム評価を試みた。 
 
３．研究の方法 
行政（介護保険）データを中心にしたプログラム評価に関しては、愛知県常滑市との間で「介

護保険の政策評価及び社会疫学研究に関する研究協定」を締結し、多時点・長期間の要介護認
定・賦課・給付データを収集した。具体的には、2006 年 4月から 2016 年 11 月までの 11年間
43 時点の介護給付（レセプト）データを収集・整備した。2006 年に行われた要介護認定を受
けていない高齢者を対象にした質問紙調査とも個票単位で結合したデータセット（n=5,377）
を構築した。 
社会福祉実践データを中心にしたプログラム評価に関しては、社会福祉協議会が進めている

高齢者を対象にしたポイント制の社会参加促進プログラム（スマイルポイント事業，2016 年
10 月時点で約 2,000名が登録）に着目した。2016 年 10～11 月にかけて要介護認定を受けてい
ない高齢者を対象にした悉皆調査（健康とくらしの調査）に回答した約 12,000 名から本事業に
参加者／非参加者をそれぞれ 750 名ずつ無作為抽出し、本事業開始約１年後にあたる 2017 年
11～12 月に追跡調査を実施した。並行して、他自治体での実践として、兵庫県芦屋市における
24 時間対応型生活援助員（ＬＳＡ）による生活支援の実践記録のデータベース化を試み、その
プロセス評価を試みた。 
大規模縦断調査データを中心したプログラム評価に関しては、2016年度に JAGES プロジェ

クトと連携して実施した大規模高齢者調査データと過去の調査データを結合し、2010 年・2013



年・2016 年の 3時点パネルデータを構築できた。縦断データに基づいて、社会経済的地位によ
る健康格差や、高齢者の社会参加促進による健康影響の可能性についてのデータ解析を進めた。 
 
４．研究成果 
行政が保有する介護保険制度における要介護認定・賦課・給付情報、実践現場に蓄積されて

いる参加者名簿等の情報、高齢者の社会関係や心身の健康状態、社会生活の状況を把握した調
査データを統合した社会福祉領域におけるビックデータを構築することにより、これまでにな
い新しい知見が産出されることが確認された。本研究期間に 18 編の雑誌論文（うち査読あり
論文が 15 編）、12 編の学会報告、２編の図書が発表された。 
第１に、行政（介護保険）データを中心としたプログラム評価に関しては、たとえば、趣味

の会・スポーツの会・ボランティアの会のいずれも全く参加していなかった人と比べ、一定以
上参加していた人々では調査後 11 年間の要介護期間が短く、その結果として、累積介護費用
が有意に低くなること（Saito M. et al. 2018）などが確認された。当該論文では、ベースライン
時点での諸特性を統計学的に考慮したうえでも、趣味の会に週１回以上参加している群は、全
く参加していない群と比べ、11 年間の介護費用累計額は 35 万円程度／人低いという結果が得
られた。同様に、スポーツの会についても週１回以上参加している群では 61 万円程度／人低
いという結果であった。ボランティアの会への参加については週１回以上の参加ではなく、年
数回程度の参加の方がその後の介護費用が低い傾向にあった。本結果はいくつかの推計モデル
によっても大きな違いは確認されなかった。対象地域（高齢者人口が約 1万人の自治体）にお
いて、それぞれの会に週１回以上参加する人を 10%増やすことができた場合、11 年間で 8,000
万円程度の介護費用を削減できる可能性が示唆された。 
第２に、社会福祉実践データを中心にしたプログラム評価に関しては、ポイント制の社会参

加促進プログラムに参加している高齢者は 1 年後にうつ傾向や閉じこもりに至りにくく、笑い
の頻度が増加する傾向にあるなどで概ね期待した成果につながっていることが示唆された。と
りわけ当該事業に参加することでさらに社会参加が促されている点、本地域ではすでに高齢者
の 2割以上をカバーできている点は地域福祉活動の波及効果として重要な意義をもつものと考
えられた。また、24 時間対応型生活援助員（ＬＳＡ）の取りくみに関しては、単発利用型が 6
割を占め、毎日利用型は 4％程度であること、他方で、独居および要介護 1 以上の高齢者ほど
高頻度利用および夜間・深夜帯利用に至りやすく、介護保険や地域住民の「見守り」ではカバ
ーしきれない生活支援を担っている可能性があること、などが確認された（黒川ら 2018）。愛
知県Ａ市における独居高齢者への見守り活動に関しては、社会的孤立のリスクの高い高齢者ほ
ど当該サービスを利用していない傾向にあることが示唆された（斉藤ら 2017；斉藤 2018）。 
第３に、大規模縦断調査データに基づく分析に関しては、地域環境要因の指標として、地域

単位のソーシャル・キャピタル指標の開発を試み（Saito M. et al. 2017；斉藤 2019）、当該変数
と高齢者の社会的孤立や精神的健康、市区町村の要介護認定率との関連について検討した
（Koyama et al. 2016；Honjo et al. 2018；斉藤 2018；伊藤ら 2019）。並行して、高齢者個人の
社会関係（ソーシャル・ネットワークおよびソーシャル・サポート）や社会参加による要介護
認定リスク、認知症を伴う要介護認定リスクについてのエビデンスを発信することできた（竹
田ら 2016；Hayashi et al. 2018；Saito T. et al. 2018；Saito J. et al. 2018；Murata et al. 2019）。 
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